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動向レビュー

即時オープンアクセスを巡る動向：
グリーンOAを通じた即時OAと 

権利保持戦略を中心に
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2023 年 6 月、日本においても即時オープンアクセス
（以下「即時 OA」）の方針が統合イノベーション戦略
2023 において打ち出された（1）。即時 OA のイニシア
ティブは欧州において 2018 年 9 月に「プラン S」（2）

（CA1990 参照）という名称で打ち出され、2021 年か
ら推進されているが、世界にはなかなか広がっていな
かった。しかし、2022 年 8 月末に米国が同様の方針を
打ち出した（3）（4）のを契機に、日本も同様の政策を展開
する判断をした。

日本の即時 OA 政策の特徴は、研究成果を機関リ
ポジトリ等に登録することにより万人からアクセス
可能とする「グリーン OA」を義務化しているところ
にある（5）（6）。一方、グリーン OA は出版社のビジネス
モデルに関わることも大きいことから、プラン S に
おいても未だに、出版社との攻防が続いている。研
究助成機関とアカデミアは、「権利保持戦略」（Rights 
Retention Strategy）を盾に戦いを挑んでいる。

以下に、欧米の権利保持戦略を中心とした即時 OA
の動向を見ていきながら、日本の対応可能性を検討す
る。

1. 即時 OA 政策の動向
即時 OA 政策とは、公的資金を得た研究成果につ

いて、論文等の研究成果を出版と同時にインターネッ
ト上で OA とし、誰からも無償でアクセス、再利用可
能とするものである。研究活動を納税負担する国民に
対して研究成果を社会還元しながら、科学技術、イノ
ベーションの創出に繋げることが表向きの主な狙いで
ある。一方で、年々拡大し続ける学術雑誌の購読料と
論文掲載料（APC）の額を抑えることも、政策の裏の
狙いとして大きく含みおかれている。

即時 OA 政策は、欧州の研究助成機関の有志団体で
ある cOAlition S が 2018 年 9 月に「プラン S」という
名称でコンセプトを打ち出し、30 余りの研究助成機関
等で 2021 年から本格的に推進している。しかし、発
表当初の即時 OA のコンセプトが相当に強硬・強烈で
あったこともあり、長い間、欧州圏以外の大国はこれ

に続かなかった。プラン S は当初、「ハイブリッド誌
への論文掲載は認めない」「OA 出版費用に関する助
成額は標準化され、上限が設けられる」などといった
原則を掲げ、実質、フル OA 誌のみへの論文出版を想
定していたのである（7）。

プラン S は実際にはその後、アカデミアや出版社の
要望をよく聞き、ハイブリッド誌やクローズドな購読
誌への論文出版も可能としている。また、「研究評価
に関するサンフランシスコ宣言」（8）（DORA；CA2005
参照）に沿い、「研究助成機関として、研究業績が出
版された媒体を問わない」とすることにより、十分に
権威のないフル OA 誌における論文出版も容易として
いる（9）。

しかし、初めの印象が強すぎたのであろう。米国が
類似の即時 OA 方針を打ち出すまで、プラン S 発表か
ら丸 4 年かかった。また、日本は米国に背を押される
形で、その半年後に日本で開催された G7 の科学技術
大臣コミュニケに即時 OA の方針を盛り込み、同様に、
この方針を推進することとなった（10）。

2. 即時 OA の方法
研究成果を OA にする方法としては、大きく二つあ

る。学術雑誌上で論文等を OA 出版する方法（ゴール
ド OA）と、出版社のウェブサイト以外において論文
等を登録・公開する方法（グリーン OA）である。プ
ラン S はゴールド OA を更に、フル OA 誌と、ハイブ
リッド誌への OA 出版に分け、グリーン OA と合わせ、
3 通りの即時 OA のルートを許容している。ただし、
ハイブリッド誌への OA 出版については、同誌が論文
著者の所属機関の転換契約（CA1977 参照）下にある
ことが条件である（11）。

プラン S に参加する諸国では、ハイブリッド誌に
課せられたこの条件のおかげで転換契約の締結数が伸
び、また、年間に出版される論文の OA 比率も大幅に
拡大した（12）（13）。しかし、転換契約については、1）当
初、当該出版社の学術雑誌が最終的には全てフル OA
誌に転換することが想定されていたにもかかわらず、
その実現に至らないと予想されること、2）契約金額
が、大学がそれまでに負担していた額と同等（cost 
neutral）であるはずだったのに結局そのようになら
ず、転換契約が出版社の「新しいビッグディール」と
すら呼ばれていること、3）OA 出版するために支払
う APC が全般に上昇傾向にあることなどから、プラ
ン S では 2024 年以降、転換契約等への支援は縮小し
ようとしている（14）。また、欧州理事会は 2023 年 5 月、
読者も論文著者も負担のない非営利の学術出版プラッ
トフォームを追求すると決議した（15）。つまり欧州では
全般に、ダイヤモンド OA を志向するようになってい
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る。また、これを具体化する方法として、プラン S は
2023 年 10 月末、プレプリントとオープン査読を基本
とする「コミュニティベースの学術コミュニケーショ
ンシステム」を提案している（16）。

さて、即時 OA は米国および日本において推進され
ることになったが、両国ともこれまでの自国の政策を
踏襲し、グリーン OA を基本路線としている。公的研
究助成を得た研究成果については原則的に全て、その
著 者 最 終 稿（Author Accepted Manuscript：AAM）
あるいは出版版（Version of Record：VoR）をその根
拠データと共にリポジトリに登録し、OA とすること
を求める。ただし、米国は「研究助成機関の指定する
リポジトリ」（funder-designated repositories）、日本
は大学の機関リポジトリにおける論文の OA を主に想
定している。また、ゴールド OA については両国とも、
研究者が研究助成を受けているプロジェクトの研究費
あるいは別財源から APC を支出することは妨げない
という考え方である。

両国とも 2025 年中の施行予定としており、未だ確
定していない面も多い。しかし、日本の政府案では

「2025 年度より新たに公募する競争的研究費を受給す
る者（法人を含む。）に対し、論文及び根拠データの
学術雑誌への掲載後、即時に機関リポジトリ等へ掲載
を義務づける」（17）という強い表現がされており、グ
リーン OA にかける強い姿勢が見てとれる。また、即
時 OA の政策目的として、国民への研究成果の還元の
次に、「国全体の購読料及びオープンアクセス掲載公
開料の総額の経済的負担の適正化」を掲げており（18）、
学術出版に関わる経費圧縮に並々ならぬ意気込みを見
せている。

3. グリーン OA を通じた即時 OA の問題点と対応策
グリーン OA を通じて即時 OA を実現しようとした

場合、いくつかの問題点がある。大学における実施体
制と、出版社と学術雑誌側のビジネスモデルの問題で
ある。

3.1  大学における実施体制上の問題点と解決の方向性
3.1.1 機関リポジトリへの登録体制

日本ではこれまで、機関リポジトリに論文等の研究
成果を登録する際、大学の図書館員が登録作業を行っ
てきた。これは、毎月の登録コンテンツ数が少なかっ
たからこそ実行可能であった。しかし、グリーン OA
を通じた即時 OA が義務化され、研究助成を受けた研
究成果が全てリポジトリに登録されるとなると、この
実施体制に無理が生じる。年間数千報の論文生産のあ
る大規模総合大学は勿論のこと、中小規模の大学にお
いては、正規の図書館員を配備していない場合も多く、

専門性が不十分であることが予想される。
欧米の状況を確認すると、多くの国では教員が論文

をセルフアーカイブし、図書館員は登録された内容の
確認を担当する（19）。また、教員がリポジトリへの登録
を進んで行うように、工夫が凝らされている。

例えば、リポジトリへの登録を、教員に馴染みある
業績管理ツール（20）を通じて行い、また、一部の業績
管理ツールに付属する研究成果の候補提示機能を利用
し、研究者の書誌情報等の入力負担の低減を図ってい
る。フランスでは、国家リポジトリ HAL（21）に研究者
ごとのウェブページを開設できるようにし、研究者の
業績管理とリポジトリの登録を一体化している。さら
に、論文の PDF や出版社の論文 XML から書誌情報
を抜き出すツールを開発（22）（23）（24）（25）し、研究者による
リポジトリへの業績登録に生かしている。教員による
セルフアーカイブと、それを容易に行わせるための工
夫は、日本においても今後、導入が検討されるべきで
あろう。

3.1.2 出版社の OA ポリシーの確認プロセス
もう一点、グリーン OA を通じて即時 OA を実現す

る際に問題となるのは、出版社の OA ポリシーの確認
プロセスである。出版社は一般に、その OA ポリシー
において、論文を OA にできるまでのエンバーゴ期
間を定めており、これを待たずにリポジトリや個人の
ウェブサイト等において論文を公開することはできな
い。出版社の OA ポリシーの確認は一般に、“Sherpa 
Romeo”（26）というウェブサイトで行うが、記述の内容
が専門的であり、研究者のスキルレベルであっても、
不慣れな者には難しい。

しかし一方で、政府の即時 OA 政策は、出版社の設
定するエンバーゴ期間を「権利保持戦略」を通じて無
効化するため、この作業の専門性や手間を問題とする
必要はないのかもしれない。

権利保持戦略については次章以降において詳説す
る。

3.2  出版社と学術雑誌のビジネスモデルの問題点と解
決の方向性

グリーンOAを通じた即時OAは、購読誌やエンバー
ゴ期間の設定を通じて収入を確保していた出版社や学
術雑誌において、ビジネスモデル上の甚大な打撃を与
える。即時 OA 政策により、購読料を負担しなくとも
論文へのアクセスが可能となり、購読契約が打ち切ら
れる可能性が高いからである（27）。

即時 OA を推進する政府と研究助成機関としては、
公的資金を得た研究成果を全て、出版と同時に OA と
したい、つまり、基本的には全ての学術雑誌が OA 誌
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となることを望んでいる。大手の商業出版社は、これ
を可能とするために、不承不承ながらも、論文著者に
APC の負担を求めるビジネスモデルを採用する。

しかし、APC に依存した学術出版のビジネスモデ
ルは、収入総額が当該雑誌が出版する論文数と比例す
ることになるため、中小規模の出版社、特に学会出版
に関しては、学術雑誌の運営が成り立たなくなる可能
性が高い。また、日本の学会出版の一部は、学術雑誌
にエンバーゴ期間を設け、学会費を負担した者にのみ
当該期間における論文へのアクセス可能とすること
で、学会費収入の確保と学会員数の維持を同時に実現
しているため、学会運営自体がおぼつかなくなる可能
性がある。これらは、そうでなくても会員が縮小し存
続の危機に瀕している学会に対して、さらに追い打ち
をかけることとなる。

欧州のプラン S においても、この問題は認識さ
れ、中小規模の学術出版に特化して、OA 出版に転
換する場合のビジネスモデルが検討され、そこでは

“Subscribe to Open”（S2O）という手法が有効と見
いだされた（28）（29）（CA1990 参照）。S2O とは、一定の
数の機関が購読料を負担すると、当該学術雑誌のコン
テンツがフル OA になる仕組みである。しかし、これ
はフリーライダーを常に許容するモデルのため、持続
性がないと言われている。少なくとも、現段階で購読
料ベースのビジネスモデルではない学術雑誌が新たに
S2O のビジネスモデルを採択することは不可能であろ
う。v 一般的には、Annual Reviews 社（30）などの、OA
でアクセス可能であっても図書館の蔵書とする価値が
認められる権威誌にしか、このモデルは通用しないと
言われている。

プラン S では、中小規模の学術出版についての現
状調査も行い、これらが極めて多様であること、多く
の場合極めて脆弱な体制のもとに運営されているこ
と、論文の出版基準なども十分ではないことを見い
だ し（31）、“DIAMAS”（Developing Institutional Open 
Access Publishing Models to Advance Scholarly 
Communication）（32）というプロジェクトを通じて、中
小規模の学術出版の底上げを図ろうとしている（33）。同
ウェブサイトには既に多くの報告書が公開されてい 
る（34）。中小規模の学術出版が多い日本ではこれを参考
にすると良い可能性がある。

4.  出版社の設定するエンバーゴ期間無効化の動きと出
版社の反発

4.1 著作権譲渡とエンバーゴ期間の設定
出版社は一般に購読誌やハイブリッド誌について、

当該論文を外部サイトにおいて公開可能とできるまで
の「エンバーゴ期間」を設けている。著者と出版社の

間に取り交わされる出版契約では多くの場合、「著作
権譲渡」がなされており、出版社はここで著者から得
た著作権を根拠として、エンバーゴ期間を設定する。

なお、著作権は著作者人格権と著作財産権からなり、
著作者人格権は譲渡できないが、著作財産権は譲渡可
能である。また、著作財産権は、複製権や上演権、二
次的著作物の創作権など、一連の権利からなるが、出
版契約では多くの場合、「全て」の著作財産権の譲渡
がなされている（35）。

全ての著作権が譲渡された場合、著作物の創作者は
自身の著作物に対して、他の一般の著作物の利用者と
同程度の権利しか有さなくなる。このため、論文著者
は、自身の著作物であるにもかかわらず、機関リポジ
トリや個人のウェブサイトにおける論文の公開はおろ
か、学生や同僚との論文等の共有、自身の作成した図
表の再利用、論文の翻訳や特許など派生的な作品の生
成、テキストマイニングにおける利用などが全て、著
作権者である出版社の許可を得ないとできなくなる。
極端な話、論文から発展して新たな研究を行うことも
原理的には出来なくなる。

創作者による自身の著作物の再利用は、実際には、
それほど厳密には監視も禁止もされていない。しかし、
著作物の公開については、ResearchGate への著作物
の公開が米国化学会（ACS）と Elsevier 社により提訴
されたことからも分かるように、それが大規模に組織
的に行われている場合は、著作権法違反として厳密に
受け取られている（36）（37）。即時 OA 政策も組織的に進
められるため、論文著者からの著作権譲渡を盾に、出
版社側からしかるべき対応がなされる可能性が高い。

4.2  学術雑誌のエンバーゴ期間を乗り越える「権利保
持戦略」

プラン S はこのため、学術雑誌の設定するエンバー
ゴ期間を乗り越える手段として、「権利保持戦略」を
編み出した。権利保持戦略とは、論文著者が、自身の
論文の利用条件を、出版社への「著作権譲渡より前」
に指定（prior license）することにより、自身も含めて、
論文を自由に公開、再利用等をできる権利を保持しよ
うとする戦略である（38）（39）。

プラン S では、具体的には、研究助成機関が被助成
者に対して、1）被助成者が論文出版と同時に、著者
最終稿もしくは出版版を OA とすることと、2）研究
助成により生み出される全ての研究成果に対して「CC 
BY ライセンス」を付与することの 2 点を、研究助成
の条件として求める。被助成者である論文著者は論文
投稿時に、「本研究は、（プラン S に参加する研究助成
機関名）の研究助成番号＊＊により、研究助成を全部
又は一部得ています。このため、論文著者は OA を
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目的として、本論文投稿により派生する全ての著者最
終稿に対し、CC BY ライセンスを付与しました」と
いう文言（以下「CC BY 付与連絡」）を投稿論文に付 
す（40）。これにより、仮に出版社に対し著作権譲渡を行っ
たとしても、それより前に、論文の公開や再利用の条
件が著作権者である論文著者により指定されているた
め、この再利用の条件が有効になるというカラクリで
ある。CC ライセンスは著作権者であっても、一度付
与すると取消しできないのである。

なお、この権利保持戦略に関わる一連の措置は、全
ての出版社と被助成者が対象であるが、基本的には
購読誌等のエンバーゴ期間を乗り越えることが目的で
あるため、フル OA 誌について、この措置は特に問
題にならない。また、購読誌やハイブリッド誌であっ
ても、英国王立協会（Royal Society）や微生物学会

（Microbiology Society）が、論文著者が論文出版直後
に自身の著者最終稿を CC BY ライセンス付きで公開
することを許諾していることからも分かるように、全
ての出版社がこのような措置に反対という訳ではな
い。

4.3 反発する出版社と板挟みになる研究者
プラン S では、前述のような権利保持戦略を編み出

し、2020 年 7 月に 150 以上の出版社にこれを連絡し 
た（41）。また、プラン S の方針に反対し、「CC BY 付与
連絡」が付記されている論文を受け付ける予定のない
出版社については、同 10 月までにプラン S にそのよ
うに連絡するよう期日を示していたが、そのような連
絡をした出版社は一社もなかった（42）。

では、出版社が従順にプラン S の権利保持戦略に
従ったかというと、そういう訳ではない。陰で多くの
嫌がらせが、論文を投稿する研究者に対してなされる
ようになった。例えば、以下のような事例が報告され
ている（43）。

・ 「プラン S の権利保持戦略があっても、出版社の
設定したエンバーゴ期間は有効で、著者最終稿を
リポジトリ等を通じて即時 OA とすることはでき
ない」と研究者に誤情報を提供

・ 購読誌に投稿された「CC BY 付与連絡」の付さ
れた論文を別の OA 誌に誘導し、APC を徴収（当
該学術雑誌が転換契約下にない場合、APC は研
究費から支払われないため、研究者は注意が必要）

このような対応に遭い、そうした出版社とは毅然と
袂を分かち、異なる学術雑誌に論文を投稿し直す研究
者もいたようである。しかし、多くの研究者は、プラ
ン S や出版社の細かいルールをよく理解している訳で

はないため、困惑し、出版社の言いなりになった者も
いた模様である。

2022 年 3 月、プラン S はこのような事態を打開す
るために、100 超の出版社に対して、以下の 3 点を研
究者の論文投稿時にあらかじめ明示しておくよう連絡
した。論文投稿先について、研究者が合理的な判断が
できるようにすることが狙いである（44）。

1） 論文採択時に研究者が提供を要請されるライセ
ンス

2）論文採択時に請求される経費
3） 「CC BY 付与連絡」が明示された投稿論文が他

の学術雑誌に回される可能性

なお、この要請に対しては 9 社が回答し、OA 誌
／購読誌に関わらず、概ね、1）各社が求めるライセ
ンスが、プラン S の求める著者最終稿への CC BY ラ
イセンスの付与と即時 OA を許容すること、2）プラ
ン S によりカバーされない APC 支払いが必要となる
場合は、それが明示されること、3）投稿論文に「CC 
BY 付与連絡」の付記、あるいは、即時 OA されるこ
との明示があっても他誌に回されることはないとし
た。ただし、大手 4 社を含む多くの出版社は、これに
回答しなかった（45）。

4.4  大学による対抗措置：「機関による著者の権利保持
ポリシー」

4.4.1 大学における権利保持ポリシー
教員の混乱を見て、教員が研究助成の条件を守るこ

とに監督義務のある大学が今度は立ち上がった。教員
が、自身の研究成果を CC BY ライセンスなどの OA
ライセンスの下で公開・提供する非独占的な権利を大
学に対して与えることにより、出版社の設定するエン
バーゴ期間と著作権譲渡に対抗しようとしたのであ
る。原理的にはプラン S の、研究助成機関による権利
保持戦略の大学版であるが、大学で権利保持ポリシー
を適用する場合は、機関と教員の雇用条件に含められ
ていると解釈可能であるため、研究助成ごとに指定さ
れる助成条件より強固であると考えられている。また、
研究助成を受けた教員だけでなく、大学に所属する全
教員や大学において生み出される全ての研究成果を対
象とできることが利点である。

大学は以下の条項を含むポリシーを採択する（46）。

・ 教員（論文著者）は、機関の規則に基づき著作権
を保持する。

・ 教員は大学に対して、自身の研究成果を CC BY
ライセンスなどの OA ライセンスの下で公開・提
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供する、非独占的で取消不能な、世界に通用する
権利を与える。

・ 教員は大学の機関リポジトリに自身の研究成果の
コピーを登録する。

・ 大学は教員から得た研究成果のコピーを即座に、
誰からも利用可能なように共有する。

このような条項は、一般的には、大学の OA ポリ
シーに盛り込まれるが、英・ケンブリッジ大学では、
教員に受け入れられやすいように「セルフアーカイ
ブ・ポリシー」（Self-Archiving Policy）（47）という名
称にした。また、英・エジンバラ大学では「研究成
果論文と著作権ポリシー」（Research Publications & 
Copyright Policy）（48）とするなど、ポリシーの名称に
ついては、いくつかのバリエーションがある（49）。な
お、このようなポリシーは「機関による著者の権利
保持ポリシー」（institutional author rights retention 
policies：IARRP）あるいは「機関権利保持ポリシー」

（institutional rights retention policies ： IRRP）と総称
されている。

こうした試みは、ノルウェーや英国の大学などに
おいて先駆的に行われたが（50）、英国では特に、エジ
ンバラ大学のポリシーを参考に、同様のポリシーを
採択する大学が急速に増えている。2023 年 10 月末
段階でオックスブリッジを含む 20 以上の大学がポリ
シーを既に採択しており、10 以上の大学が準備中であ 
る（51）（52）。また、スコットランド大学・研究図書館連
合（SCURL）も 2023 年 10 月に権利保持の宣言を行っ 
た（53）。SPARC Europe が 2023 年 10 月 に 開 催 し た
IRRP に関するセミナーには欧州各国からの参加があ
るなど（54）、IRRP は今後、大きく伸びていくことが予
想される。

なお、多くの大学において、このようなポリシー
の検討と承認は大学本部や大学教員主導でなされてお
り、大学図書館はこれを側面支援する形で関わってい
る。その内容が、教員の研究活動の根幹に関わること、
研究助成の条件に含まれたことで教員の意識が高まっ
たことなどが背景にあるという（55）。教員が研究助成の
条件と出版社との出版契約の条項との間で板挟みとな
り、学術出版における著作権譲渡の考え方に対して問
題意識が芽生えた事も大きかったようである（56）。

4.4.2  大学における権利保持ポリシーの強化措置とそ
の効果

第 2 章で紹介したように、プラン S では複数の即時
OA の方法を認めており、研究者は必ずしもグリーン
OA とする必要はない。しかし、論文によって機関リ
ポジトリへの登録が求められたり求められなかったり

すると教員側において混乱を招くことから、オックス
フォード大学などにおいては「論文採択時に行動！」

（act on acceptance）という標語で、全ての研究成果
について登録を求めている。

また、ポリシーを実効にいたらしめるために、英国
の大学は出版社に対し、権利保持ポリシーを採択した
旨通告している。そのようにしないと、大学によるラ
イセンスの事前留保（pre licensing）は有効ではない
と法的に示されたからである（57）。同時に、大学は教員
に対して、出版社から何らかの妨害を受けた場合は、
大学が必ず組織的に対応すると約束している。研究助
成機関による権利保持戦略の時に起こった、研究者が
研究助成機関と出版社の板挟みになるという状況に陥
らないためである。

このような対応を取ったためか、現段階では出版社
からの大きな抵抗は見られていない。ケンブリッジ大
学では IRRP のパイロットが半年経過した段階で、「CC 
BY 付与連絡」が付記されていたことによる投稿論文
の却下の事例が 2 件、グリーン OA 以外の即時 OA 対
応が可能である等の理由から、投稿論文からの「CC 
BY 付与連絡」付記の削除要求が数件認められている
程度である。そのような軽微の抵抗はありつつも、同
学の機関リポジトリには、4 大出版社から出版された
論文も含む、「CC BY 付与連絡」が付記された著者最
終稿の登録数が伸びていることは特筆に値する（58）。エ
ジンバラ大学も同様の実績を得ている（59）。

IRRP は、出版社との転換契約の契約額を抑えるこ
とにも繋がったという。出版社から提示される、購読
料と APC の総和である契約額が高額すぎた場合、大
学側は、「APC 分は IRRP によるグリーン OA で代替
する」と強気に出ることが可能となり、交渉を有利に
進められたという（60）。

4.5 国による対抗措置：「二次出版権」
国レベルでも、国内の学術成果の OA を推進するた

めに「二次出版権」を法律に規定し、対抗措置を取っ
ている。二次出版権とは、仮に出版社への著作権譲渡
等が行われていたとしても、公的助成を得た研究成果
については、論文著者が自身の論文を公的リポジトリ
等において OA で登録できる権利のことである。スペ
イン、イタリア、ドイツ、オランダ、オーストリア、
フランス、ベルギーの 7 か国が既に二次出版権を設け
ている（61）。

欧州における「知」の権利を強化するためのイニシ
アティブ“Knowledge Rights 21”（KR21）の調査に
よると、これら 7 か国の二次出版権は、その大目的は
概ね同じであっても、具体においては多様である。例
えば、二次出版権が設定される法律（著作権法／科学
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技術法／経済法／他）、所管官庁（研究省／法務省／
文化省／他）、立法過程等が異なる。また、対象とな
る研究成果の公的資金の割合や、エンバーゴ期間の有
無やその長さ、公開される研究成果のバージョン（著
者最終稿／出版版）、利用の範囲（非営利のみ等）も
異なる（62）。

出版社への対抗や研究成果の効率的な利用といった
観点からは、二次出版権が国横断的に共通している方
が望ましいが、法律体系や二次出版権導入の背景が国
ごとに異なることから、この共通化は容易ではない。
このため KR21 は 2022 年 10 月発表のポジションペー
パーにおいて、欧州レベルにおける二次出版権の制定
を欧州連合（EU）に求めている（63）（64）。欧州レベルで
法律が制定されれば、それに調和する二次出版権が各
国レベルで制定され、全般に調和が図られることが期
待できる。

なお、KR21 は欧州研究図書館協会（LIBER）や
SPARC Europe など 5 つの団体により推進される 3 年
プログラムであり、その中の二次出版権に関するプロ
ジェクトは、LIBER が 2021 年 4 月に開始した「ゼロ
エンバーゴ・キャンペーン」（65）に基づいている。これ
には、各国で制定すべき二次出版権の法律のモデルも
提示されている（66）。

4.6 出版社からのさらなる反発：「ADC」の設定
グリーン OA を通じた即時 OA 方針への対応に関わ

る出版社の反発は、機関の権利保持ポリシーや国によ
る二次出版権の行使などで少し鳴りを潜めていたが、
2023 年 9 月、新たな対抗措置が米国化学会（ACS）に
より打ち出された。「ゼロエンバーゴ・グリーン OA」
という名称で、「論文開発費」（Article Development 
Charge：ADC）を負担すると、著者最終稿をエンバー
ゴ期間なしでリポジトリに OA で公開できるというも
のである（67）。

ADC は一律 2,500 ドルであり、高品質な査読プロセ
スやその他の出版関連サービス、論文投稿や査読管理
に関わる技術やシステムの開発・維持に用いられると
ある。この新たなサービスを利用する論文著者は、論
文投稿時点でその旨を意思表示し、査読プロセスに入
る前に ADC を負担しなければならない。ACS による
と、今回導入された ADC は、ゴールド OA の APC
は負担できないが、即時 OA の研究助成の条件に適合
しなくてはいけない研究者向けである。APC も ADC
も負担できない研究者は引き続き、何の負担もなしに
購読誌に論文出版はでき、12 か月のエンバーゴ期間を
経て、無償でグリーン OA にできるとしている（68）（69）。

この ADC の導入については、特に図書館業界を中
心に大きな異論反論が呈されている。特に強く指摘さ

れているのが、これが再び、購読料との二重取りとなっ
ているという点である。査読プロセス等のために費用
がかかると言っても、今まで不要であったということ
は、その費用は購読料でカバーされていたということ
である。それに費用を徴収するということは二重取り
に他ならない。そもそも査読プロセスのほとんどは、
研究者による無償の労働で成り立っており、出版社に
それほど経費負担はないという点も指摘されている。

また、グリーン OA を通じた即時 OA は、金銭的
に恵まれない研究者が研究助成の条件を満たすために
あったのに、これにも費用を課すというのは、格差を
さらに拡大するといった指摘や、ADC がグリーン OA
をある種のゴールド OA にする方策であるとも指摘
されている。プラン S とオーストラリア大学図書館員
協議会（CAUL）、オープンアクセスリポジトリ連合

（COAR）は正式に文書で反論している（70）（71）（72）。その
他、このニュースが報じられた学術出版系ブログ The 
Scholarly Kitchen にはいつになく、たくさんのコメン
トが寄せられている（73）。日本のオープンアクセスリポ
ジトリ推進協会（JPCOAR）と大学図書館コンソーシ
アム連合（JUSTICE）も共同で、「米国化学会（ACS）
による著者最終稿の公開費導入に対する反対声明」を
2023 年 11 月 10 日に発表した（74）。

5. 結び
5.1 グリーン OA を通じた即時 OA の実現方法

グリーン OA を通じた即時 OA を巡る出版社と研究
助成機関／大学の攻防は水面下で続いている。出版社
は表立っては反対していないが、研究助成機関と大学、
国の権利保持の試みに対して継続的に、強く抵抗をし
ている。グリーン OA による即時 OA は出版社のビジ
ネスモデルに大きく関わるため、それも無理ない反応
である。

これに対してはおそらく単一の切り札となる策はな
く、複数の策（75）を組み合わせながら対応していくしか
ないのであろう。いずれにしても、大学による IRRP
のみに頼るべきではない。研究助成機関の権利保持戦
略と組み合わせて対応しながら、国レベルの二次出
版権に向けて働きかける必要がある。2023 年 10 月に
SPARC Europe が IRRP に関連して開催したウェビ
ナーにおいて、デンマークの大学の図書館員が「研究
成果に関する権利確保の重荷は機関レベルではなく、
国レベルでするべきです」と悲痛な声で訴えたのは印
象的であった（76）。また、権利保持戦略や二次出版権は
各国の法体系に大きく依存するため、日本における適
用を検討する場合は、法務の専門家を含めることが必
須である。
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5.2   デジタル時代に適した研究成果の著作権と OA ラ
イセンスとは ?

権利保持戦略は当初は、グリーン OA による即時
OA への対応方法として研究助成機関や大学において
用いられた。しかし、出版社に対して論文著者が保持
できるはずの権利を主張しているうちに、そもそも、
慣用的に行われている出版社への著作権譲渡がおかし
いということに気が付くに至った。出版社は論文を出
版プラットフォームでアクセス可能としているだけな
のに、なぜ、論文に関わる全ての著作財産権を出版社
に譲渡しなければいけないのか？著作権譲渡をしてし
まうと、著者であっても、一般の利用者と同程度の権
利しか自分の著作に対して無いと言うのはおかしい。
紙媒体の印刷物を印刷郵送しなければいけなかった時
代であれはともかく、デジタル時代で、誰しもが簡単
にコンテンツを流通させることのできる時代に、独占
的な出版権を出版社に与える必要はあるのか？初めに
出版する権利（first publishing right）のみを譲渡する
ので十分ではないか？（77）

このような問題意識が研究者側に芽生えたからこ
そ、英国の大学では IRRP が教員主導で検討され、策
定されていった。ジャーナルの問題や OA ポリシーは
本来、研究の根幹に関わるのに、研究者の関与が低い
まま図書館員が対応してきたという歴史がある。即時
OA の在り方を検討する過程で、日本の研究者におい
ても、この問題への関与ができてくると良いと思う。
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